
むやみに義務を課すことはできず実体的判断は不可欠であることから1手

続により競業避止義務を有効とするものではなく,手続は最低限必要なも

のとして位置付けるべきであるとの意見や,退職後の競業避止義務を定め

た契約がなくとも使用者に保護が必要な利益があり得る.という意見があっ
たo

退職後の競業避止義務については,まず,労働者に退職後も競業避止義

務を負わせる場合には,労使当事者間の書面による個別の合意,就業規則

又は労働協約による根拠が必要であることを法律で明らかにすることが適

当であるo

契約に基づく退職後の競業避止義務を無制限に認めるJと,一交渉力の弱L,へ

労働者が過度の義務を負わされることがあり得るがl逆に契約に基づく退

職後の競業避止義務を-切認めないとすると1競業しない代償に使用者が

金銭を支払うような契約もできず1労働者にと-っても不利益となりかねな

vloそこで.契約による退職後の競業避止義務は認めつつ, r競業が使用者

の正当な利益を侵害することJ及びr侵害される労働者の利益と競業避止

義務を課す必要性との蘭の均衡が図られ七v-ることJを要件とすべきであ

る.その判断の考慮要素としては,上記競業避止義務の必要性のほかl業
種l職種1期間,地域1代償の有無及び程度がある.

さらに,退職後の競業避止義務については,競業避止義務の対象となる

業種,職種,期間,地域が明確でなければならないとする要件を課すこと

が適当であり,また.1これらを使用者が退職時に書面により明示すること

を指針等により促進することが適当であるD

ここで,労働者が自らがどのような競策避止義務を負っているかが分か
らなければ,必要以上に就労を抑制することになりかねないことから,退

職後の競業避止義務の範囲を使用者が退職時に書面で明示しなかった場合

には,退職後の競業避止義務は直ちに無効とすべきとの考え方もあるo し

かしながら.競業避止義務の対象は.下記りで検討する秘密保持義務の対

象である個々の情報 く秘密Iとは異なり.より大きなまとまりのある事業

活動であることが通例であるから1ある程度その範囲が明確とv,え,退職

時に明示がな.くても労働者がその範囲を承知している場合もあると考えら

れるo このため,退職時の書面明示がない場合に1退職後の競業避止義務

を直ちに無効とするのは行き過ぎと考えられる,

ウ 秘密保持義務

労働者の在職中の秘密保持について臥信義則 く民法第1条第2項1に

より生ずる一義務のほか- 不正競争防止法の規定があること-から1労働者の
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